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令和元年度 健康局 主な事業の実績

令和元年度は、新型コロナウイルス感染症対策として、令和２年３月３日に市内で初の感染症患者

の発生以降、「感染拡大防止」と「医療提供体制の確保」に取り組みました。 

また、生涯を通して健やかに充実した生活を送るため、市民の健康づくりを進めることにより健康

寿命の延伸を目指し、市民の健康と安全を守る施策を展開しました。 

Ⅰ新型コロナウイルス感染症対策 

１．感染拡大防止と医療提供体制の確保 〔 17,880千円 〕 

（１）感染拡大防止  

①相談体制

令和２年２月１日に一般的な健康相談を目的に「専用健康相談窓口」を設置し、また、２月６日には、

感染が疑われる方の相談に対応することを目的に「帰国者・接触者相談センター」を設置しました。 

４月８日より、両者を統合し、「新型コロナウイルス専用健康相談窓口」を開設しています。 

②検査体制

新型コロナウイルス感染症が疑われる場合に、適切にＰＣＲ検査等を実施し、迅速な治療と感染の拡大

防止を図りました。８月現在市内で一日あたり最大462検体の検査体制を確保しており、今後、シスメッ

クス衛生検査所にて機器の追加導入により、９月中に最大562検体の検査体制を構築できる見込みとなっ

ています。 

（２）医療提供体制の確保 

①外来医療体制

令和２年２月５日に新型コロナウイルス感染症が疑われる人を診察する医療機関として、帰国者・接触

者外来を設置し、以降、患者の発生状況を踏まえ順次拡大し、８月19日現在、市内に11か所設置してい

ます。（医療機関名は非公表）。 

検体採取については、市内の病院や診療所など７月31日現在、153か所にて実施しています。 

②入院医療体制

兵庫県対処方針で示されているフェーズに応じて、感染症指定医療機関である中央市民病院及び適切な

感染予防策が取れる市内医療機関の連携のもと必要な病床を確保しています。 

（参考）兵庫県対処方針（令和２年８月１日改定）におけるフェーズに応じた本市の入院医療体制 

感染小康期 感染警戒期 感染増加期 感染拡大期1 感染拡大期2 

県 

新規感染者数 

過去１週間 

の１日平均 

10人未満 10人以上 20人以上 30人以上 40人以上 

運用病床数 

うち重症 
200床 

（40床） 

300床 

（50床） 

400床 

（70床） 

500床 

（90床） 

650床程度 

(120床程度) 

市 

市内運用病床数 

うち重症 
50床 

（16床） 

70床 

（16床） 

100床 

（34床） 

120床 

（39床） 

160床 

（51床） 
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③宿泊療養施設の確保

医療機関の負担を軽減し、新たな入院患者の病床を確保するため、宿泊療養施設を開設しています。８

月現在市内で２か所の宿泊療養施設を確保しています。 

施 設 名 開設日 
入居可能 

人数 

入居者数 

(8.19現在) 
契約期間 

株式会社ニチイ学館 

ﾎﾟｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞｾﾝﾀｰ宿泊棟 
４月11日 100名  41名 

令和２年度末

まで 

東横ＩＮＮ  

神戸三ノ宮駅市役所前 
８月19日 110名 

令和２年 

11月17日まで 

※ホテルパールシティ神戸については、令和２年７月30日契約満了 

Ⅱ健康対策 

１．ＩＣＴを活用した健康創造都市ＫＯＢＥの推進 〔 59,390千円 〕 

「健康創造都市ＫＯＢＥ推進会議」の議論を踏まえ、平成 31 年４月より、個人の健康関連データ

（健診、運動、栄養データなど）を集約・結合する「市民ＰＨＲシステム」（ＭＹ ＣＯＮＤＩＴＩＯ

Ｎ ＫＯＢＥ）の運用を開始しました。スマートフォン向けアプリを活用し、健康関連データをアプ

リ内で見える化し、データを元にＩＣＴを活用した効果的な健康アドバイスを行ったほか、運動や目

標の達成等の健康行動にポイントを付与し、特典と交換ができる「健康ポイント制度」の運用を開始

しました。 

２．「生活習慣等健康リスク改善事業」等の実施 〔 8,276千円 〕 

 健康ライフプラザにおいて、健康リスクを持つ方やフレイル予防が必要な高齢者等を対象に運動指

導を行い、運動習慣をつけることで健康リスクの改善・予防をはかる健康づくり事業を実施しました。 

３．難病相談支援センターの設置 〔 20,656千円 〕 

 令和元年10月に、神戸大学医学部附属病院内に「神戸市難病相談支援センター」を設置し、難病患

者の療養や日常生活上の様々な問題について、支援機関と連携して、患者・家族その他の関係者から

の相談、情報提供および助言を行い、療養生活の質の維持向上を支援しました。 

４．予防接種制度の充実 〔 3,659,627千円 〕 

 任意予防接種のうち、小児インフルエンザについては、１～12 歳児の１回目の接種に対し、1,360

円の助成額を2,000円に拡充しました。また、ロタウイルス感染症またはおたふくかぜワクチンの助

成制度を新たに開始し、平成 31 年４月以降の出生児が３歳になるまでの間に、いずれか２回（上限

2,000円／回）を助成することで、子育て世代の負担軽減をはかりました。 

さらに、風しんの感染拡大防止対策として、抗体保有率の低い世代の男性を対象とした風しん抗体

検査を行い、抗体価が低い人へ定期予防接種を行いました。 
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Ⅲ環境衛生対策 

１．斎場・墓園の再整備 〔 845,010千円 〕 

斎場については、今後の火葬需要の増加に対応するため、民間委託を含めた西神斎場再整備のため

の火葬炉更新にかかる調査・検討を行いました。 

 墓園については、老朽化したインフラ（舗装・水道）の再整備や危険法面の対策工事を実施するな

ど、市民が安全・安心して墓参できる環境を整備しました。 

２．動物愛護の推進 〔 143,957千円 〕 

 神戸市人と猫との共生に関する条例に基づく、「神戸市人と猫との共生推進協議会」が実施する野良

猫の繁殖制限事業や猫の譲渡推進事業の運営に必要な支援を行うとともに、平成 30 年度に策定した

「神戸市人と猫との共生に関するガイドライン」に基づき、猫の適正な飼養管理を推進しました。ま

た、動物管理センターにおける犬猫の譲渡、飼い方教室、野犬の捕獲等を通じ、動物愛護の意識の推

進や市民の快適な生活環境を確保しました。 

Ⅳ病院事業・看護大学 

１．市民病院の運営 〔 8,092,999千円 〕 

 地域医療機関と連携・役割分担のもと、救急医療や高度・専門医療等の政策的医療を担い、質の高

い医療を安定的に提供しました。 

中央市民病院は、厚生労働省による「救命救急センター評価」において６年連続全国第１位の評価

を獲得、西市民病院は救急の受入れ機能拡充のために脳神経外科を開設、西神戸医療センターは救急

科を新設するなど救急体制の強化に取り組みました。神戸アイセンター病院は、ｉＰＳ細胞を用いた

臨床研究を中心に、次世代医療の開拓に向けた研究を推進しました。 

また、新型コロナウイルス感染症への対応として、中央市民病院は市内唯一の第一種感染症指定医

療機関として重症患者を中心に、西市民病院および西神戸医療センターは軽症・中等症患者を中心に、

患者の治療等を実施しました。 

２．看護大学の運営 〔 913,302千円 〕 

自律的かつ効果的・効率的な大学運営を目指し、平成 31 年４月に地方独立行政法人化し、保健・

医療・福祉の教育研究拠点として、社会的ニーズに対応した幅広く高い能力を持つ看護人材を育成す

るとともに、学術研究、地域貢献活動、国際交流の推進等により、学術の発展並びに市民の健康と生

活の質の向上に取り組みました。 
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Ⅰ 一 般 会 計 
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予 算 現 額 決 算 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額
決算
明細
書頁

円 円 円 円

395,133,008 333,768,894 0 61,364,114

4
障 害 者
福 祉 費

215,509,008 200,019,960 0 15,489,048 104

8
民 生 施 設
整 備 費

179,624,000 133,748,934 0 45,875,066 112

23,980,333,000 23,284,895,118 390,663,000 304,774,882

1 衛 生 総 務 費 12,619,536,000 12,561,090,327 0 58,445,673 116

2 公 衆 衛 生 費 9,432,080,000 9,190,990,045 10,879,000 230,210,955 116

3 環 境 衛 生 費 1,928,717,000 1,532,814,746 379,784,000 16,118,254 118

13 913,302,000 913,302,000 0 0 162

9 看 護 大 学 費 913,302,000 913,302,000 0 0 174

14 11,559,000 11,559,000 0 0 186

1 災 害 復 旧 費 11,559,000 11,559,000 0 0 186

15 73,960,474 73,960,474 0 0 188

2 過 年 度 支 出 73,960,474 73,960,474 0 0 192

25,374,287,482 24,617,485,486 390,663,000 366,138,996歳 出 合 計

4 民 生 費

5 衛 生 費

災 害 復 旧 費

歳 出

款 項

教 育 費

諸 支 出 金

94

114
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（参考）　都市整備等基金による土地の先行取得状況

（金利額）外書

面積　㎡ 金額　円

1
(40,946,550)

2
193,499,426

(40,946,550)

193,499,426

総 合 計 1,025.67

事業名（用途）

R2年３月31日　現在残額
R元年度末時点
の利用状況

買戻し予定

環 境 保 健 研 究 所 の 所 属 換 1,025.67 環境保健研究所として使用。
令和10年度買い戻し
完了予定
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Ⅱ 介護保険事業費 
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